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令和７年度に向けた考え

Ａ（１） 接遇と空間改善
（おもてなしの
区役所づくり）

来庁者に気持ちよく手続等を行ってい
ただくために、更に適切かつスムーズ
な案内の実践、職員のおもてなしマイ
ンドの醸成、区役所の快適で魅力的な
空間づくりに取り組む。

市民からの区役所職員の接遇に対する苦情は、市民のこ
えや電話、メール等を通じて、あるいは直接窓口に寄せ
られる。その内容は様々であるが、煩雑な手続きへの不
満・不安など対応に課題があるもの、目的の窓口が判り
にくい、待ち合い空間が過ごしにくいなど施設に課題が
あるものの両方である。

区役所内でプロジェクトチームを結成し、来庁者ヒアリングや職員アンケート等
で現状を把握し、民間企業や大学などのノウハウや若手職員のアイデアを取り入
れながら、窓口対応力の向上など職員のおもてなしマインドの醸成や区役所庁舎
内のサイン、レイアウトの改善など魅力的な空間づくりに取り組む。

区役所内の「感動区役所プロジェクトチーム」27名４チーム
（敷地内空間改善、庁舎内空間改善、接遇マインド変革、賑わ
いづくり・展示他）で、職員から集まったアイデア（116項
目）について実施に向けた検討を開始した。これまで各チーム
３回程度のミーティングを開催し、西日本工業大学デザイン学
部学生との庁舎内視察・意見交換の実施、庁舎周辺の花いっぱ
い花壇の整備、民間への視察・意見交換（予定）など、ユー
ザー目線を取り入れたそれぞれの取り組みを進めている。

・市民が気持ちよく来庁するように正面玄関前の花壇を整備
し、プランターにチューリップやビオラ等を植え、正面玄関横
に設置した。
・西日本工業大学デザイン学部の学生とコラボし、区役所内の
トイレサインにピクトグラムを設置した。トイレ内の照明を変
更し鏡周辺にLEDテープライトを貼り付け全体を明るくした。
・民間企業の「おもてなし」を学習するため、地元企業のひび
き信用金庫と意見交換会を行い、株式会社千草から全３回の研
修を実施した。

・区役所の顔となる入口への花の設置やトイレ
の環境整備等により、来庁した市民が明るい気
持ちになれたり、区役所を快適に利用いただけ
た。
・民間企業と接遇について、意見交換や研修を
行ったことで民間企業のノウハウを学ぶことが
でき、職員の意識改革に繋がった。
・外部の方（西日本工業大学、株式会社千草、
ひびき信用金庫）と共同作業することによっ
て、新たな視点を取り入れることができた。
・ユーザー視点での見直しにより、来庁する市
民がまた来たくなる空間づくりを行った。

・花壇の整備や花の設置については、予算の制
限等もあり、限定的となった。今年度は、植え
た花から採取された種等を活用し、さらなる拡
張を行う。
・庁舎内の案内表示は、予算の制約もあり、ト
イレ周辺のみの実施となったため、今年度は区
役所全体の実施を行う。

Ａ（２） （仮称）バリアフ
リー窓口の設置
（おもてなしの
区役所づくり）

エレベーターが設置されていない別館
３階のまちづくり整備課まで行くこと
ができない歩行困難な高齢者や身体に
障害のある方のために、１階に専用窓
口を設置し、市民サービスの向上を図
るもの。

現在、歩行困難な高齢者や身体に障害のある方からまち
づくり整備課まで行けないとのお申し出をいただいた場
合は、総合案内（１階）が同課に連絡し、１階本館ロ
ビーで相談や書類の受け取り、申請対応などを行ってい
るが、個人情報保護等の課題がある。また、ワンストッ
プ窓口関連以外の手続きでも専用の窓口を設けること
で、来庁者の移動負担の軽減につながるものと考える。
（たらいまわしの防止）

まずは、各課窓口の移動に支障がある来庁者に対する現在のニーズや対応状況、
他区の取組状況等の情報を収集しつつ、試行的にまちづくり整備課における業務
について実施する。

関係課でチームを作り、区役所窓口の空き時間を利用した試行
実施に向けてシステムの使用方法や（仮称）バリアフリー窓口
で対応する職員と課内で対応する職員との連携など、体制づく
りの検討を行っている。

・関係課でチームを作り、１階の区役所窓口の空き時間を利用
した試行実施に向け検討を行った。まちづくり整備課における
（仮称）バリアフリー窓口で対応する職員と課内で対応する職
員との連携の体制づくりなどのソフト面は整ったが、窓口設置
場所やシステムなどのハード面が整わず、（仮称）バリアフ
リー窓口の設置までには至らなかった。

ー

・窓口設置場所やシステムなどのハード面の協
議を整え、（仮称）バリアフリー窓口を試行設
置する。

Ａ（３） 内部事務の効率
化・見直し（笑顔
の職場づくり）

事務効率化により、職員が十分な余裕
を持ってしっかり窓口対応を行うこと
ができる時間を確保する。

市民に安心して区役所で手続等を行っていただくために
は、職員が事務作業をミスなく進めることや、相談しや
すい窓口づくりが重要であるが、定型的業務に係る職員
の負担が大きく、限られた人員の中で窓口対応等に十分
注力できない場合がある。また、照会事務では、個別様
式による回答を求められるものが多く、取りまとめ作業
も煩雑である。

照会事務は、原則、グラファーやキントーンとすることなどの電子化を進め、作
業効率の向上を図る。また会議資料の事前配布、時間厳守など会議の効率化、情
報伝達のみの会議は原則回覧に移行するなど改善を図る。

区幹部会を中心に、効率化等検討を実施している。区幹部会に
おいては原則紙資料を廃止し、モニターやモバイル端末を使用
して開催するよう変更した。（資料は区共有フォルダへ格納。
所属内も原則は電子媒体による回覧実施）
研修や会議・ミーティングなどのアンケート・意見聴取等は、
キントーンやグラファー、　区共有フォルダを使用し、集約に
かかる無駄を排除した。また、外部においても、市民センター
館長との連絡のSNS（elgana）活用（コミュ課）、被保護者と
の書類送付にグラファー活用（保護課）など、今後、ＤＸ化の
適用範囲をさらに拡大する。

・区幹部会を始め、事務改善会議など、ペーパーレスによる会
議の実施を進めた。
・照会事務や研修実施後のアンケートなどにキントーンやグラ
ファーを積極的に活用した。資料準備やとりまとめの作業が不
要となったため、業務の負担軽減に繋がった。

・ペーパーレスによる会議の実施により、作業
負担が軽減したことで、窓口業務への時間を確
保することができ、質の高い市民サービスの提
供を行うことができた。
・一方で、ペーパーレス会議の推進に伴い、モ
ニターやモバイル端末の数が不足した。

・今年度は、さらにペーパーレス、キントーン
やグラファーの活用が行えるものを検討するた
め、業務効率化の視点を持って業務に取り組む
ことを推奨する。
・キントーンやグラファーは操作に不慣れなも
者もおり、習得や作業に時間を要した。
・生成AI等を積極的に活用し、業務の効率化を
図る。

Ａ（４） 来庁者や職員に
とって、安全安
心で快適な区役
所づくり（カスタ
マーハラスメン
ト対応）（笑顔の
職場づくり）

市民対応等において、一部の過剰なク
レームや要求などのカスタマーハラス
メントに該当する行為に対して、環境
整備を行い職員の心理的負担を軽減す
る。

職員には市民に寄り添った丁寧な対応が求められる一方
で、業務の範囲や程度を明らかに超える要求や暴言、執
拗な個人攻撃など、対応に長時間を要し通常業務に支障
をきたす事例、職員に恐怖や苦痛を与える事例も一部見
られる。
公務において市民の正当な権利と不当な要求との線引き
が難しい場面はあるものの、職員が安心して働き、公務
能率を低下させないための取組みが必要となっている。

職員を守るとともに、来庁者も安心して利用できる区役所の環境整備を進めるた
め、他都市の先進事例等を参考に、平成30年に策定した常習的クレーマー対応ガ
イドラインの見直し、ポスターの掲示、録音機能付き電話機（又はICレコーダ）
の設置や職員の対応研修等について他区役所、総務市民局とも協議しながら実施
する。

総務市民局、各区役所を含む全庁的な検討チームが設置され、
これまでに４回意見交換会を実施し、カスタマーハラスメント
対策ガイドラインの策定に向け、協議中である。
ガイドライン骨子は確定し、今後、各局区の意見聴取を経て、
令和７年１月にはガイドラインが決定し、年度内の各所属にお
いて職員へ周知し、運用を開始し、市民への公表の予定であ
る。

・総務市民局総務課、区政推進課及び各区役所総務企画課で意
見交換を重ね、令和７年２月に「北九州市職員カスタマーハラ
スメント対策ガイドライン」を策定し、事務改善会議等を通じ
て各所属に周知し、活用を促した。

・ガイドラインを策定したことで、職員が統一
した対応を行えるとともに、職員も安心して業
務を行うことができた。

・引き続き、各所属にてガイドラインを周知・
活用する。

Ａ（５） 地域の活力を高
める情報発信
（新しい市政を
体感）

現在、公式SNSで行っている区政情報
の発信をより効果的なものにし、地域
の活力の向上やシビックプライド醸成
につなげる。

八幡東区の公式SNSでは、地域イベントや各課の事業、市
民センター行事などの事前告知や開催結果を、イベント
参加者を主なターゲットに発信している。
これ加えて令和５年度からは、職員の情報発信チーム

「八幡東倶楽部💛」を結成し、区の魅力を独自取材し、

広く発信することとしているが、フォロワー数の大幅な
増加にはつながっていない
（800（R5.7）⇒1,300（R6.7））
このため、より効果的な発信方法を検討し、イベント参
加者増加など地域の活力向上や区民のシビックブライド
醸成につなげる。

「八幡東倶楽部💛」が中心となり、広報戦略課のプロモーションアドバイザーの

アドバイスや八幡東区内の民間企業等のノウハウを参考にしながら、ターゲット
に合わせたツールの使い分けや効果的な情報発信ルールの確立につなげる。

市長公室広報戦略課プロモーションアドバイザーの意見をも

とに、「八幡東倶楽部💛」の３グループの企画による、ハイラ

イトでの動画（ランチ・グルメの紹介動画、いのちのたび博物
館等の施設の紹介動画等)を掲載する取組みを開始した。その
結果、多くのいいねをいただくといった成果がでている。
今後は、情報発信に熱心な区内の企業等にＳＮＳの取組みつい
てヒアリングを実施する予定である。

・「八幡東倶楽部💛」による広報戦略課プロモーションアドバ

イザーや八幡東区内SNS先進的取り組み企業へのヒアリングを
もとに、投稿内容に応じたツールの使い分けや、投稿テンプ
レートの使用等についての情報発信ルールを定めることができ
た。

・情報発信ルールに沿った投稿を行うことで、
市民にとって一目で情報の内容が分かるように
なった。

・「八幡東倶楽部💛」以外の各課が行う投稿内

容には未だばらつきがあり、統一感のある打ち
出しが十分でなかった。
・各課が実施したイベント等について、単なる
紹介にとどまり面白みにかけるところがある
等、市民目線の配慮に欠けていた。
・静と動のメリハリをつける、単なる行政イベ
ント紹介に終わらない情報発信、事前告知・実
施中・事後の3段階にわたる動きのある情報発信
を実施する。

Ａ（６） 証明書コンビニ
交付率の向上
（新しい市政を
体感）

マイナンバーカード保有者を対象とし
た証明書のコンビニ交付は、令和６年
６月に「個人市県民税納税証明書（一
般用）」を加え、現在６種類の証明書
が交付可能となったが、当サービスを
利用可能な市民の７割超が区役所等に
来庁している。

これまでは、市民など「証明書を取得し、各種手続で提
出する側（利用者）」への周知に注力し徐々に成果を上
げてきた。今後は利用者側への周知に加え、企業・官公
署など「証明書の提出を受ける側」への周知にもさらに
注力し、市民・企業活動等における利便性をより一層向
上させる必要がある。
当サービスは、市民等がマイナンバーカード保有のメ
リットを身近に感じられる事例であり、スマらく窓口推
進、マイナンバーカード普及促進にも資すると考えられ
る。

今年度、八幡東区の企業・官公署等の会合や、他区と連携し複数区の企業等で構
成する団体の会合等においてPRするとともに、区役所の各入口やキオスク端末周
辺等のサインの改善など、来庁者に対するPRも強化する。さらには市政だより区
版や区SNSの活用により、広く区民等に周知し当サービスの利用を促進する。

本年７月から複数回、八幡東区及び、複数区の企業等で構成す
る団体の会合等において他区と連携しPR。同月、八幡東区役所
来庁者において更に分かりやすいよう、区役所各入口やキオス
ク端末周辺のサインを改善。本年10月15日号の市政だより八幡
東区版にPR記事掲載。同月、八幡東区役所公式Facebook・
InstagramにおいてPR情報発信。これら取組みを通じ、コンビ
ニ交付の利用は増加傾向。今後もさらに利用促進を図る。

・現時点では検証するための統計がないため八幡東区役所に係
る結果の評価はできないが、北九州市全体のコンビニ交付件数
は令和5年度261,842件→令和6年度304,183件、約16%増。

・市民にとっては、削減できる区役所等への来
所に係る手間＝時間を、自身の人生の推進や、
未来の社会のための行動に充てることができ
た。
・区役所等においては窓口業務効率のアップ、
それにより逓減できるコストを、北九州市の成
長へ直結する政策経費に充てることができた。

・令和6年度から全市的に統計を取り始めた、各
区役所等における証明書発行件数のうちコンビ
ニ交付可能であった件数の割合は、八幡東区役
所においては、
❶住民票の写し：約86%(9,156件)
❷戸籍の附票の写し：約42%(253件)
❸戸籍全部（個人）事項証明書：約78%(3,914
件)
であり、令和7年度はこれら割合の低下＝結果と
考える。

Ａ（７） みんなの市民セ
ンター（市民セ
ンター機能の周
知）

市民に一番身近にある地域の拠点施設
である市民センターについて、その機
能を再度地域と共有し、利用促進を図
る。

市民センターの稼働率は市内平均で16.5％（令和４年度
有償貸付部分）と低い状況にとどまっている。
市民の一番身近にある市民センターに、誰もが必要な時
に訪れ、暮らしに必要な情報や、地域のコミュニティに
アクセスできる状況が、地域活動参加へのきっかけづく
りや地域の賑わいづくりに資すると考えられる。

市民センター利用に関する調査（利用者、未利用者）を実施し、市民ニーズを把
握するとともに、昨年度に引き続き、市民センターの情報発信・PRを積極的に推
進するため、SNS研修をはじめ、魅力ある講座づくりや市民対応力向上に向けた
センター職員等研修を実施する。

市民センター利用に関する調査は、課内において担当を定め、
体制づくりを行った。
今後、質問項目や実施方法について検討する予定である。
また、魅力ある講座づくりを行うため「企画立案研修」や
「ファシリテーション研修」を、増加する外国人居住者に対応
できるよう「やさしい日本語研修」等を実施した。1月には、
効果的な広報を目指し「ＳＮＳ研修」を実施予定である。

・市民センター利用に関するニーズ調査（利用者、未利用者）
を令和７年１月２９日～２月２８日にかけて実施。「センター
で何をやっているか分からない」、「参加したい講座等がな
い」、「利用しづらい雰囲気がある」等の課題が浮き彫りに
なった。
・令和６年６月「ファシリテーション研修」、７月「やさしい
日本語研修」、９月「企画立案研修」、令和７年１月「SNS研
修」をそれぞれ実施した。

・ニーズ調査については具体的な成果には至っ
ていない。
・研修については、市民センター館長及び職員
について、一定程度スキルアップにつながって
いる。

・令和７年度において、市民センターの取組み
状況をSNS等を通じて積極的に配信し、認知度を
あげるとともに興味喚起につなげ、今まで利用
していない層を取り込んでいく。

Ａ（８） 市民センター
DXの推進（物
品購入）（市民セ
ンターの事務効
率化）

市民センターで行われている物品等購
入の事務について、DX推進により事務
の簡素化及び経費の削減を図る。

現在、市民センターの物品等の購入は、市民センターが
コミュニティ支援課へ物品発注伺をFAX送信し、課内決裁
の上、再度決裁済みの物品発注伺を市民センターへ返信
後、センターが発注しており、物品購入等に時間を要
し、事務も煩雑となっている。

市民センターの物品購入等の事務に、キントーンを活用したシステムを構築し、
相互がリアルタイムで確認・発注できるようにする。

システム構築にあたって、課内において担当を定め、体制づく
りを行った。
今後、１月には、物品購入にかかるスキームやアプリの項目等
の構成づくり、２月には、庁外（市民センター）から申請を受
付ける仕組みの構築及びテストを行い、３月中旬には不具合を
修正のうえ完成させる予定である。

・物品購入に係るスキームや申請を受け付ける仕組みについて
整理し、キントーンで物品・用品購入伺アプリを作成した。

・令和７年４月から３センターでアプリを先行
導入し、紙ベースの様式で依頼していた事務を
電子化でき、作業時間の削減や電子決裁による
リアルタイム化の実現、紙やファックス通信費
の削減等を図る。

・３センターでアプリの先行導入状況を確認し
たうえで、区内全市民センターにアプリを拡充
し、より使いやすいアプリへと改善を図ってい
く。
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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ｂ（１） 窓口業務の電子
申請への移行
（新しい市政を
体感）

保育関係手続をはじめ区役所窓口業務
についてDXを進め、事務処理の迅速
化・効率化・来庁者及び職員の負担軽
減を図る。

区役所窓口業務の電子申請化により来庁の負担が軽減さ
れ、市民サービスは大きく向上する。
また、市民が相談しやすい窓口づくりが重要であるが、
職員の定型的業務に係る負担軽減を図らなければ、相
談・支援業務への一層の注力は困難な状況である。

各種手続の電子申請化について、真に「行かなくていい」仕組みとなるよう、導
入検討段階において、実務を担う区役所として積極的に意見出しを行っていく。
また、電子申請化とバックヤード整備による職員の負担軽減により、相談・支援
業務へ注力して窓口の機能強化を図る。

10月にバックヤードが整備され、保育所入所事務の集約化がス
タートした。現時点では過渡期にあり整理・解決すべき課題も
残っており、事務フローや仕組み等に修正を加えていく必要が
ある。
市民の利便性向上、職員の負担軽減による相談・支援業務への
注力化という目的を果たせるより良い仕組みとなるよう、今後
も区役所として積極的に意見出しを行っていく。

・保育所入所手続のバックヤード化については、現時点では一
部の事務が集約されたのみで業務時間の削減効果は限定的であ
り、目的である「職員が相談・支援業務に注力する」状態には
至っていない。

・児童手当に関する電子申請は、制度改正等で
来庁が必要ないケースで増加している。

・保育所入所業務の集約化は始まったばかりで
課題が残っているため、他区と情報共有し連携
の上、令和７年度の集約業務拡充に向けて本庁
所管課と十分に協議を行う。

Ｂ（２） 新たな地域の担
い手を創出（持
続可能な担い手
づくり）

ボランティア活動や地域貢献に興味が
ある学生生徒と、地域の行事やイベン
トに新たな担い手を求める地域を、
コーディネートする仕組みがない。

八幡東区では３つの大学が地域でフィールドワークを
行っているが、個別に地域と協議し、域内のみで活動を
行っていた。このため、令和６年３月に地域・学生
フォーラムを開催し、活動成果の共有や、他の地域への
展開について協議を行った。
その結果、大学と地域をつなぐ仕組みが必要ではないか
という意見が出されている。
また、高校からも生徒が安全にボランティア活動や地域
貢献ができる場を求める声が上がっている。

地域や大学、高校等のボランティア活動や地域活動の実情を改めて調査し、地域
と学生生徒をつなぎ、地域づくりの新たな担い手を創出するための最適なスキー
ムを構築する。

今年度の学生フィールドワーク支援を通じて、地域と学生の直
接のコーディネートだけでなく学生の活動同志の連携から新た
な担い手創出について検討することとしている。

・地域の大学(北九大・九国大)へのヒアリングや意見交換を実
施して、免許を取得して猪の捕獲を行う九州国際大学の学生
(救国狩猟隊)と、八幡東区猪倉地域において、さつま芋を育て
ている北九大の学生との連携促進を図った。
・異なる大学の学生が地域課題を共有することで、それぞれの
学生のモチベーションが上がり、九国狩猟隊への参加者が増え
るなど、活動が活発化した。
・このような成功事例を増やしていくためには、地域課題の分
析や、大学間、地域と大学をつなぐスキームの構築、スキーム
を効率的に運用するための組織体制の確立などが必要である
が、スキームの構築等までには至らなかった。

ー

・地域や、大学等へのヒアリングや活動調査が
まだ不十分なため、大学間、地域と大学をつな
ぐスキームの構築等にいたっていない。
・令和７年度は、八幡東区でフィールドワーク
を実施している３大学や高校等に対して幅広く
ヒアリングや活動状況の調査を行うとともに、
地域や大学が参加するワークショップを開催す
るなどして、地域の担い手不足解消に向けた最
適スキームを構築していく。

Ｂ（３） 公園愛護会の新
たな担い手の育
成（持続可能な
担い手づくり）

会員の高齢化や減少により活動継続が
困難となっている団体が増えているた
め、新たな担い手として、利用者であ
る子どもや若年層の参加を検討する。

公園愛護会の担い手不足は以前より課題となっており、
これまでに活動要件や結成要件の緩和、また、「北九州
市公園応援団」の募集など、新たな取り組みも行ってい
るが、依然として解散や休止をする団体が増えている。
現在、「地域に役立つ公園づくり事業」や「こどもまん
なか公園づくり事業」では、子どもも含め利用の中心と
なる地域の意見を聴きながら施設整備を検討している。

まちづくり整備課が当区の公園愛護会役員などからヒアリングを行い、現在の各
愛護会における取組み状況等を把握し、まずはその取り組みのブラッシュアップ
や拡大するための方策についてのモデルケースを選定し検討を進める。また、都
市整備局や都市戦略局と連携し他区における取組み事例や、コミュニティ支援課
等と連携して各まちづくり協議会への働きかけ方策等について研究する。

公園愛護会役員から、新たな担い手となり得る団体等との活動
状況についてヒアリングを実施した。また、１大学１小学校に
対して公園愛護会活動を紹介するとともに対応可能な活動につ
いて意見交換した。これらをベースにモデルケースの構築に向
けて検討を行う。

・公園愛護会役員から、新たな担い手となり得る団体等との活
動状況についてヒアリングを実施した。また、１大学１小学校
１企業に対して公園愛護会活動を紹介するとともに、対応可能
な活動について意見交換を行って、公園愛護会（需要側）と団
体等（供給側）とのマッチングを図ったが、マッチング成立ま
でには至らなかった。

ー

・公園愛護会役員に対しても、新たな担い手と
なり得る団体等に対してもターゲットを絞った
働きかけをしなかったため、マッチング成立ま
でに至らなかったと認識している。
・令和７年度においては、公園愛護会役員か
ら、活動の中で特に困難な活動や人員が不足し
ている活動などのニーズがある公園愛護会を選
定してもらい、それらの公園の近隣にある小学
校・中学校・高等学校・大学及び企業にピンポ
イントでの働きかけを行うことにより、マッチ
ングを成立させる計画である。

Ｂ（４） 市民センター関
連業務のDX推
進（市民セン
ターの事務効率
化）

現在、紙ベースで行っている以下の市
民センター関連業務
⑴市民センターが企画・実施する講座
の実施計画・報告書作成
⑵館長等の勤怠管理
⑶市民センターの使用承認申請
についてDXを進め、事務処理の迅速
化・効率化及び職員の負担軽減を図
る。

⑴市民センター講座の関係書類は、週３回の庁内メール
便でやり取りを行っており、急ぎの決裁や計画書等確認
後の指導に支障が出ている。
⑵市民センター館長は、業務の特質上、時間外勤務や休
日出勤、振替休日などが多く、給与計算が非常に煩雑で
複雑であるが、センターにイントラ端末が未設置で服務
システムが導入されていないため、給与計算に毎月膨大
な時間を要している。
⑶市民センターの使用承認申請は、１か月当たり200～
300件/館あり、月締め後に申請書とセンター職員が入力
したエクセルデータを突合しているが、内容が細かくか
つデータの数が膨大であり、職員の負担が非常に大き
い。

総務市民局（地域振興課・生涯学習課）と連携しながら、市民センターへのイン
トラ端末の導入や使いやすい業務管理システムを検討する。
なお、イントラ端末導入までの間は、グラファーやキントーンを活用した管理シ
ステムを構築するなど、できるところから実施していく。

市民センターの使用承認申請については、総務市民局（地域振
興課）がオンライン予約システムを令和７年度中の導入に向け
て準備を進めている。

・キントーンを活用し、市民センター館長の服務届出アプリ
（服務に関する届出・申請・通知（年休・出張等）アプリと服
務に関する所属長通知（振替等）アプリ）を作成した。
また、市民センターの使用承認申請については、総務市民局
（地域振興課）がオンライン予約システムを令和７年度中の導
入に向けて準備を進めた。

・令和７年４月からのアプリ導入により、、紙
ベースの様式で依頼（届出）していた事務を電
子化でき、作業時間の削減や電子決裁によるリ
アルタイム化の実現、紙やファックス通信費の
削減等を図る。

・各センターからアプリの使用感や要望を収集
し、より使いやすいアプリにアプリへと改善を
図っていく。
・市民センターのオンライン予約について総務
市民局（地域振興課）と連携して令和７年度中
の導入に向けて準備を進める。

Ｂ（５） 地域と連携した
地域防災力の向
上（市民セン
ターの防災力強
化）

地域防災力の向上には、行政だけでは
なく、地域住民の協力、連携が不可欠
であるが、現行の「地域と連携した避
難所開設・運営事業」、「避難行動要
支援者の避難行動支援事業」では、地
域住民の負担が大きいため、地域の実
情を考慮に入れた制度運用が課題であ
る。

災害時には、地域の住民同士が助け合う共助の取組は特
に重要であり、「地域と連携した避難所開設・運営事
業」は避難所運営に対する市民意識を醸成する上で有益
な事業である。　
一方で地域住民の負担も大きく、本年度の制度変更等に
より、昨年度まで実施していた校区からの協力が得られ
なくなった。今後開始される避難行動要支援者の避難行
動支援事業など地域の協力が不可欠な事業を踏まえる
と、より丁寧な制度運用が必要である。

市民センター館長へ防災研修の実施等により防災意識の向上の推進、地域におけ
る防災訓練の実施により地域の防災力の向上を図るとともに、防災に関する地域
の協力、共助に対する意識の醸成を図り、地域の協力体制を構築する。併せて地
域の声を集約し、危機管理室と協議しながら、地域の実情に合ったより良い制度
設計に反映させる。

7月22日に市民センター館長へ防災研修を実施、11月16日に地
域における防災訓練を皿倉校区で実施、また、年度当初は申込
みのなかった「地域と連携した避難所開設・運営事業」につい
ては、地域への働きかけにより、１校区（平野校区）への委託
を開始。今後もさらに、地域への働きかけを推進し、地域の拡
大を図りつつ、地域の協力を得やすく地域の防災力を高めるこ
とにつながる制度となるよう、危機管理室へ働きかけを継続す
る。

・地域に対し事業の趣旨は説明でき、事業に対する理解を得る
ことができた。

・参加地域は拡大された（新規参加１校区（槻
田校区））。
・参加地域（計２校区）の防災意識の向上が見
られ、従事者間での意見交換など、避難所運営
に対する積極的な対応が行われている。

・地域目線での課題解決に向けた具体的対策が
十分でなく、地域への負担など、実施に対する
ハードルが高いというイメージを持たれている
ように感じる。
・課題に対する解決に向け、地域に対し積極的
な意見交換を行い、危機管理室と連携して参加
にむけた制度運用の見直しを進めていきたい。
また、過去に実施の１校区は、申請もなく、他
の地域からの申請もない。制度への批判もあ
り、実施する地域団体と本庁とのズレが生じて
いる。

Ｃ（１） 市民ボランティ
ア等の担い手
（民生委員・児童
委員等）不足解
消（持続可能な
担い手づくり）

全国的に地域を支える市民ボランティ
ア等の担い手（民生委員・児童委員
等）のなり手不足が課題となってい
る。八幡東区でも同様の状況があり、
今後も改善しない場合、地域における
見守り・支援の仕組みの持続が困難と
なる。

例えば、民生委員・児童委員について、八幡東区では令
和４年度の一斉改選ではじめて５名の欠員を生じ（配置
数133名／定数138名＝充足率96.4％）、現在も充足でき
ていない。
国や市では選任要件（年齢要件、居住要件）見直しを検
討中。区では、市政だより区版やSNS（facebook、
instagram）を活用して、民生委員・児童委員の活動の普
及啓発等を行っているが、大きな効果は得られていな
い。

民生委員・児童委員については、令和７年12月の次期改選に向けて、SNSをはじ
め様々な媒体や機会において普及啓発を引き続き行い、担い手不足の解消につな
がるよう工夫・改善を重ねていく。（今年度中に示される）国・市による選任要
件見直しについて、地区民生委員児童委員協議会へ周知を図る。

民生委員・児童委員については、令和７年12月の次期改選に向
けて、市政だよりや区役所公式ＳＮＳ等を通じた普及啓発を継
続している。地域での活動や研修活動を紹介するなどして、民
生委員・児童委員が身近な存在であることを伝えている。
選任要件見直しについては、国・市（保健福祉局）における検
討が進められており、見直し内容が確定次第、地区民生委員児
童委員協議会への周知を行う。

・民生委員・児童委員について、市政だよりや区役所公式ＳＮ
Ｓ等を通じた普及啓発を実施した。
・市（保健福祉局）によって選任要件見直し（年齢要件、居住
要件の緩和）が行われたため、区から民生委員児童委員協議会
への周知を実施した。
・新たに、まちづくり協議会長と自治区会長に対し民生委員の
人材探しへの協力依頼を実施した。 ー

・担い手不足は全国的、慢性的な課題であり短
期間で解決することは難しいが、今期改選後に
欠員が生じた場合や将来の担い手確保に向け、
より幅広い層に届く周知方法、広報印刷物など
について社会福祉協議会と協議を続ける。

Ｃ（２） 市民センターの
運営体制のあり
方の検討・見直
し（市民セン
ターの運営体制
確立）

地域の拠点施設である市民センターの
機能強化を図るため、現行の市が任用
する館長、まちづくり協議会が雇用す
る職員による管理運営体制について、
あり方の検討が必要。

市民センターは、市が任用する館長と、施設の管理や使
用料等の徴収を委託しているまちづくり協議会が雇用す
る職員とが協力（直接の指揮命令系統はない）して運営
している。昨今、市民に一番身近な公共施設として、
様々な部署から業務依頼や新たな機能の付加が求められ
ているものの、館長と職員間に直接の指揮命令系統がな
い形態の中で、果たせる役割には一定の限界がある。

総務市民局（地域振興課）と連携して、現状の課題や問題点を明らかにしたうえ
で、市民センターに求める役割（機能）、それに対応した運営体制の構築など、
市民センターのあり方について協議、検討を行う。なお、見直しには時間を要す
ることから、当面の対応として、業務に対応できる適正な人材の確保や必要な費
用についても併せて検討する。

八幡東区のまちづくり協議会の連合体である「八幡東区まちづ
くり協議会連合会」と総務市民局（地域振興課）が、市民セン
ターにおける課題や要望等について意見交換を行った。12月に
も実施予定である。

・八幡東区のまちづくり協議会の連合体である「八幡東区まち
づくり協議会連合会」と総務市民局（地域振興課）が、市民セ
ンターにおける課題や要望等について１１月、１２月と２回意
見交換を行った。

ー

・総務市民局（地域振興課）と連携して、現状
把握を行い、市民センターに求める役割（機
能）、運営体制の構築などについて協議、検討
を行うには時間を要する。令和７年度も地域振
興課と協議を行い検討をすすめる。
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